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地層処分の安全規制（特に評価期間）に係る動向

【高レベル放射性廃棄物の処分に係る安全規制の基本的考え方について
（第１次報告），原子力安全委員会，H12. 11】

一般公衆に対する評価線量が最大となる時期（106年以上）においても，
基準値として定められた放射線防護レベルを超えていないこと等を確認す
ることが基本である。

【高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて，
総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会，H15. 7】

評価期間が長期になると、処分システム領域に対する外乱の発生予測
の不確実性が増加することに起因して、計算結果の信頼性が低下する可
能性もある。評価期間の設定に際しては、計算上のピーク発生時期と関
連する外乱事象発生の予測可能性とを併せ考慮していく必要がある。

【放射性廃棄物処分の安全規制における共通的な重要事項について，
原子力安全委員会，H16. 6】

評価期間が長いことによって派生する不確実性等については，シナリオ
の発生の可能性を踏まえた放射線防護の基準を検討することが重要。超
長期の防護基準については，天然の放射能濃度との相対的比較等の補
完的指標も考慮すべきである。
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ネオテクトニクスと第四紀の地殻変動
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【ネオテクトニクス】 （垣見・松田，1987）

現在進行中の変動およびそれと同様な特性の続く最近の時代の変動。
なお，最近の時代の範囲は地球上の地域によって異なる。
Wegmann (1955) Lebendige Tektonik, eine Uebersicht. Geol. Rundschau, 43, 4-34.

【第四紀テクトニクスの特徴】 （松田・衣笠，1988）

第四紀は新第三紀後期（数～10数Ma）に比べて特異な時代である。

①増起伏，②陸化，③断裂，④高変形速度

→ 圧縮テクトニクス →→ プレートの衝突

【第四紀後期の地殻変動】 （垣見・松田，1987）

① 第四紀を通じて一方向に進行してきた（変位の累積性）
② その運動方向はほぼ等速的であった（速さの一様性）
③ その運動をもたらした応力場は第四紀を通じて持続している（地殻応

力の持続性）
④ そのような地殻変動は地域ごとに特有のくせをもっている（変動様式の

地域性）



第2次取りまとめにおける将来予測の考え方

【急激かつ局所的な現象】

地震・断層活動や火山・火成活動については，過去数十万年の時間ス
ケールでは，これらの現象は規則的に起こっていることから，今後十万年
程度であればその規則性及び継続性からそれらの影響範囲を推論できる。

【緩慢かつ広域的な現象】

隆起・沈降・侵食及び気候・海水準変動は，過去十万年程度について
は広域にわたる比較的精確な地質学的な記録が残されている。それらの
記録をもとに将来についても十万年程度であれば，その影響の性質や大
きさ，また，影響範囲の移動や拡大の速度などを推測できる。

【地殻変動の一様継続性に基づく外挿による予測の考え方】

第四紀後期の地殻変動の一様継続性（変位方向の一様性，変位の等速
性）が成立している場合には，過去から現在までの変動傾向・速度を同程
度の将来まで外挿することは可能である （松田，1987，1988）。
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 段丘からみた過去数十万年間の変動の方向・速度はほぼ一定

下北半島の海成段丘の形成年代と高度の関係
（核燃料サイクル開発機構，1999）

第四紀後期の地殻変動の一様継続性の例



外挿法による地質学的現象の予測可能性の検討

外挿法による予測が可能な期間を検討するためには，現在のネオテクトニ
クスの枠組みの中で変動の一様継続性（変位方向の一様性，変位の等速
性）がどの地域でいつ頃に成立したかを地形・地質学的な情報から検討す
る必要がある。

【パラメトリックな時系列解析モデルによる予測可能性】

過去から現在までの現象の履歴が，どのような相互関係があったか
（自己回帰性）を解析し，その関係性が比較的短い時間は継続する
と仮定して，予測値として取り扱う方法。

時系列解析モデル（例えば，自己回帰移動平均モデル）の研究例によると，

過去の期間（N）に成り立っていた関係性（定常性）は，将来になればなる

程，その関係性そのものが変化していると考えられるので，0.1 N ～0.2
N 程度であれば関係性が継続する確率が高いと考えられている。
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沈降場から隆起場への転換の事例 （幌延の例）

幌延地域の250万年以降の地殻変動日本列島における更新統の分布

日本列島の沿岸域では，最近数十万年になって沈降場から隆起場に変動方向が反転している地域も存在。 7



新第三紀以降の火山活動の時空変遷

約500万年以降は火山フロントの日本海側（東・西日本火山帯）において活動が限定。但し，火山フロント
の日本海側では，過去数10万年間では既存火山の15km以遠においても新規の火山が形成。

東北日本の第四紀火山の分布と形成年代
（林ほか，1996）

139 140 141 14314237

40
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39

41

日本列島における約500万年以降の火山岩の分布（左）
東北日本の約1400万年以降の火山フロントの変遷（右）
（核燃料サイクル開発機構，1999；近藤ほか，1998）
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活断層の活動の開始時期

日本列島の活断層の約80%は，第四紀以降に活動を開始している。そのうち，約50万年前頃に活動を
開始した断層が最も多い。東北日本・西南日本内帯は，外帯に比べて分布密度が高い。

活断層の活動開始年代の頻度分布
（道家ほか，2012）日本列島の活断層の分布（活断層研究会編，1991）
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気候・海水準変動のサイクル

深海底堆積物に含まれる有孔虫化石の酸素同位体比によって過去500万年程度の氷床の総量や
海面水温の推定は可能。約70万年前までは気候・海水準変動のサイクル（約10万年周期）は明瞭。

山地発達モデルによる地殻変動の一様継続性の評価
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隆起速度一定のもとでの山地高度の変化曲線
（Ohmori, 1978）
隆起速度一定のもとでの山地高度の変化曲線
（Ohmori, 1978）

■山地の平均高度H の変化

ΔH／Δt = 隆起速度U －侵食速度E ..①

■山地の侵食速度E は起伏D の関数

E = αD β (D :高度分散量) ........②

■山地の起伏D は平均高度H の関数

D = aH b ........ ③

∴ ΔH／Δt = U － δH γ ........ ①’

Ohmori （1978） による山地発達モデルOhmori （1978） による山地発達モデル



山地発達モデルによる地殻変動の一様継続性の評価

⊿H／⊿t = U－ δH γ

本研究で得られた
山地高度変化曲線

天塩山地，北海道南西部，出羽山地，佐渡島，近畿三角帯等の日本海東縁変動
帯や新潟-神戸歪集中帯では約1.0Ma以降に現在の隆起速度になったと推定。

現在の隆起速度
になった時期

0-0.8Ma
0.8-1.7Ma
1.7-2.6Ma
2.6Ma以前

（初期高度0m）
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 地形・地質学的情報によると日本列島の多くの地域で，現在の
変動方向・速度（一様継続性）が成立したのは，中期更新世以
降と考えられる。

 山地発達モデルによると，日本海東縁変動帯や新潟-神戸歪集
中帯等の地域では，中期更新世以降に現在の隆起速度と同程
度になったと推定できる。

 中期更新世以降に地殻変動の一様継続性が成立した地域では，
外挿法による信頼性が高い予測が行われる期間は，将来十万
年程度と考えることが妥当と思われる。

まとめ
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評価期間に応じた安全評価の考え方
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将来予測に伴う
不確実性の増大

地質環境
（天然バリア）

物理的隔離機能
主に力学

急激かつ局所的な現象
（接近シナリオ）

核種移行遅延機能
主に水理，地球化学，地熱

緩慢かつ広域的な現象
（変動シナリオ）

新たに発生する事象の
可能性を確率論的に明示
→例えば，稀頻度シナリオに

基づく安全性の検討と
シナリオの起こりうる可能性

十万年以降は現在の変動
傾向が継続しないことを
前提とした保守的なシナリオ
（例えば，沈降域が隆起域に
反転，数mm/y.で上昇）の提示
→裕度を見込んだ変動幅を

考慮した安全性の検討

概要調査等に基づき，
裕度をもって避けるべき
範囲を提示
→サイト選定によって排除
（安全評価上考慮せず）

過去数十万年程度の変動
傾向の外挿に基づく将来の
地質環境の変動幅を提示
→その変動幅を考慮した

安全評価

時間軸
～10万年 ～より長期

外挿による将来予測を
考慮しない安全評価

－性能評価からのアプローチ－



本日の報告内容
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● 地層処分性能評価における超長期の時間のイメージ

● “第2次取りまとめ”における天然事象（隆起・侵食，
海水準変動，火山活動，断層活動）の取り扱い

● 超長期の天然事象の取り扱いのアプローチ

－ 隆起・侵食（地表到達）についての評価事例

－ 隆起・侵食 その他の現象についての検討状況

－ 火山直撃についての検討状況

● シナリオ構築における時間段階とシナリオ区分の考え方

「余裕深度処分の管理期間終了以降における安全評価に
関する考え方」を受けた課題の整理

超長期の高レベル放射性廃棄物の放射能

発電によって増加した全放射能量は，約10万年で元の （ウラン鉱石のままでいた） 状態での放射能
量と同じレベルになる。

⇒ 放射能濃度，被ばくの程度を示したものではない 17
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地層処分性能評価における超長期の時間のイメージ

10 2 10 3 10 4 10 5 10 6 10 7

処分後の時間（年）

10万年

地層処分の線量ピーク
（H12レファレンスケース）

約80万年

余裕深度処分の線量ピーク
（基本地下水シナリオ）

約1万年

外挿法による地質学的
現象の予測可能期間
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第2次取りまとめでの取り扱い

・隆起・侵食による地下水流動と地下水水質の変遷
・気候・海水準変動による地下水水質の周期的変遷

・火山活動より，火道が人工バリアを直撃
・隆起・侵食により処分場が地表に到達

・火山活動による処分場近傍の地質環境の
突発的変化

・断層活動による処分場近傍の地質環境の
突発的変化

発生確率が極めて低いため評価から除外
事例検討として付録で議論
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変動シナリオ （隆起・侵食）

 評価方法

 隆起・侵食のシナリオにおける仮定：

 侵食速度が隆起速度と等しい。

 処分場の深度が処分直後から 0.1 あるいは 1.0mm/y
の速度で継続的に減少する。

 地表付近（100m以浅）での酸化性地下水の侵入
⇒ 溶解度，分配係数の変更，

透水性の増加（レファレンスケースの10倍）隆起・侵食についての解析で考慮した概念モデル

解析結果

地表付近の酸化性の環境に到達後
速やかに線量のピーク発生

ガラス固化体４万本あたり，

評価点：母岩100ｍ
（×生物圏換算係数：河川水・平野モデル）

花崗岩
（処分深度1,000m） 隆起・侵食速度：0.1 mm/y 

隆起・侵食速度：1.0 mm/y 

概念モデル
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接近シナリオ （隆起・侵食による地表到達） （除外シナリオ）

隆起速度＝侵食速度

廃棄体起源の核種フラックスを天然起源の核種フラックスと比較
することにより評価

廃棄体起源：処分場（処分場面積×深度100ｍ均質分布）を含
む岩盤が侵食されることによって生ずる核種のフラックス（核種
毎の毒性を等価なU-238の核種フラックスに換算）

天然起源のフラックス：岩盤（花崗岩やウラン鉱床を想定）が侵
食されることにより生じるフラックス

廃棄体起源の核種フラックスが、

天然起源の核種フラックスに対

して有意な影響を及ぼさない可

能性が示された。

 評価方法

評価結果

概念モデル



超長期の天然事象の取り扱い：目的とアプローチ

目的：地層処分システムの超長期にわたる頑健性を示す

現象(システム)の理解に基づく概念モデルの構築

感度解析的アプローチ

超長期の天然現象の取り扱いについてのアプローチの検討

簡略化したモデルを用いて，想定される範囲でパラメータを変動させ，
影響の把握を行う。

ただし，
・過度に保守的な評価では地層処分システムの安全性を示すことが困難な場合がある。

・過度に簡略化した評価では，地層処分システムが本来持っている性能を適切に表現す
ることができない。

・現象の説明が伴わないと，ステークホルダーからの信頼を得られにくい。

e.g. 隆起・侵食

保守的かつ簡略化した評価でシステムの成立性が示せる場合には有効
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アプローチ

● 評価（予測）期間に係らず事象の発生を前提とする
ある事象に対するシステムの振る舞い・応答を確認することを
目的とする

● 評価モデル・パラメータの過度な単純化・保守的設定は避ける

● 現象のプロセスがある程度明らかな事象については，
可能な範囲で現象理解に基づく検討を行った設定を行う
（必要に応じた類型化）

● 現象理解に基づく設定が困難なものは，想定される範囲内で
類型化，あるいはパラメータとして変動させて感度を確認する

シナリオ区分の議論とは区別する

現象(システム)の理解に基づく概念モデルの構築

23
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隆起・侵食を対象とした現象の整理

● 地表

・ 露出，削剥

● 風化帯/酸化帯

・ 核種の酸化

・ 帯水層での移行，希釈，遅延

● 地表接近前

・ 地形変化等による動水勾配の変化

・ 褶曲や断層破砕帯形成による水理
地質構造の変化

・ 透水特性の変化
（深度依存性，高透水ゾーンの存在）

・ 地球化学環境の変化
（海水準変動の影響）

長期変遷 概念モデル （堆積軟岩・遠浅海岸の一事例）

“一般化できるもの” と “地域や場所が特定されると
ある程度の設定が可能なもの” の整理が可能か？

想定されるイベント/プロセス

深部
(健岩／還元状態)

丘陵・山地(褶曲構造)平野沿岸
海域

(遠浅海岸)

塩水域
←

海水準変動

シナリオ：

圧縮場で褶曲が成長し、①隆起・侵食速度
が増大する、②断層活動が発生する
(*海水準変動；10万年周期)

FaultFructure

隆起＋侵食

汀線(高海水準期)
汀線(低海水準期)

塩水／淡水境界

解析対象として
取り上げる場(任意)

深部
(健岩／還元状態)

Fracture

隆起・侵食 （処分施設の地表到達，削剥の評価事例）

段丘面 河床

河床では，氷期には堆積が，間氷期には下刻が進展
側方侵食と斜面後退は，継続して発生。
1サイクルの間に元の段丘は侵食され，新しい段丘が形成される。
このような侵食の継続により，参照基準面は，下刻，段丘の側方侵食，
斜面後退のいずれかによって，少しずつ削られる。

我が国における隆起と河川による侵食によってもたらされる
地形変化について，従来の地形学の研究などを基に情報を
整理。

⇒ 特に河川中流域では地形変化を検討する要素として

1)河床での侵食／堆積，
2)段丘の形成，
3)斜面の形成と斜面の後退 が重要

概念モデル

我が国の地形変化の特徴の整理

 システムの理解

現象(システム)の理解に基づく
概念モデルの構築の具体例
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Miyahaｒa et al.(2011)
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放射性核種による放射能毒性の違いを補正して，
天然ウラン（0.05wt%）の毒性と比較。

解析結果

線量換算（河川水・平野）では 最大6ｍSv/y

解析条件

廃棄体中の放射性物質は全て処分場内（2km×2km×３m）に
存在すると仮定。

処分場深さ，隆起・侵食速度は，複数の値を設定

地形に関する設定値についても，複数の値による感度を確認
することで不確実性に対応

天然の放射性核種のフラックスを目安
として，高レベル廃棄物地層処分シス
テムの頑健性を例示

設定項目・パラメータ 値 

処分場深度 300, 1000m 

氷期・間氷期サイクル 氷期：8 万年 

間氷期：2 万年 

平均隆起・侵食速度 0.1，0.5，1.0 mm/y 

尾根と尾根の距離 300, 1000m 

下刻領域の幅 50, 100m 

下刻の深さの最大値 50, 100m 

段丘高さ 25, 50m 

段丘幅 50, 100m 

河岸斜面傾斜 20, 40° 

側方浸食
下刻

斜面後退

時間（年）

フ
ラ
ッ
ク
ス
比

天然ウラン(0.05wt%)相当

隆起・侵食 （処分施設の地表到達，削剥の評価事例）
Miyahaｒa et al.(2011)

27

隆起・侵食 （酸化帯等の取り扱い） 検討のアプローチ

課題：地層処分システムが地表に到達する前の取り扱いの高度化の検討

還元性から酸化性雰囲気に遷移する
地表からの深度
酸化領域の設定（地形との関係）
：侵食による地形変化と廃棄体の位置

による酸化性雰囲気突入の時間差

天然バリアに期待できる機能
移行遅延
：酸化帯での地下水流動，分散，収着

人工バリアに残存する機能
ガラス固化体としての残存
緩衝材の止水性
オーバーパックの化学的緩衝性
：人工バリアの影響により，地表近傍

まで還元性が保たれる可能性

工学的な対処
パネルの配置
：パネル深度差に依存した，

酸化性雰囲気への突入時期の時間差

科学的理解に基づく現象の取り込みにより，
酸化性雰囲気への突入が処分システムに
与える影響を，より適切に評価できる可能
性の検討
⇒ 核種は時間的，空間的に分散して放出
される可能性

河川の下刻
(水色は水系)

酸化帯
下部に酸化フロント

溶解帯
内部に溶解フロント

新鮮岩石帯
(還元環境)

風
化
帯
全
体
（
泥
岩
の
場
合
最
大
数
十m

）

尾根 谷
酸
化
帯
（
下
部
に
化
学
反
応
の

進
行
す
る
フ
ロ
ン
ト
あ
り
）

溶
解
帯
（
内
部
に
化
学
反
応
の

進
行
す
る
フ
ロ
ン
ト
あ
り
）

尾根－谷の間隔
xx～xxx  m程度

廃
棄
体
パ
ネ
ル（
縦
置
き
例
）
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酸化帯/風化帯形成とその特徴に関する調査整理例

⇒ 酸化帯/風化帯 概念モデルの構築へ
例えば，地層，岩石特有の風化帯厚さ等の違いに着目した類型の試み

引用文献
1) 千木良雅弘(1988): 泥岩の化学的風化- 新潟県更新統灰爪層の例-.地質学雑誌、94、pp.419-431.
2) 千木良雅弘(1995): 風化と崩壊、近未来社、pp.107-152.
3) 関　陽児(1998): 土壌風化帯の形成と水質変化、地質調査所月報,1998,49,12,639-667
4) 木宮　一邦(1975): 花こう岩類の物理的風化指標としての引張強度-花こう岩の風化・第1報-,地質学雑誌,81,6,349-364
5) 木宮　一邦(1992): 建設工事における風化・変質作用の取り扱い方3．硬岩の風化作用,土と基礎,40,7,67-74

風化帯の知見 泥岩　
1), 2), 3)

花崗岩
　3), 4), 5)

風化帯の厚さと形状

相対的に尾根部でやや厚く、谷部でやや薄い

・厚い風化殻の分布と
小起伏面地形との対応

・日本各地の準平原や
　小起伏面をもつ花崗
岩類分布域に見られる
風化殻の殆どは三河
高原と同様の化石風
化殻

風化帯の内部構造

Ⅰ：表層酸化帯・酸化帯(溶解帯との境界で酸発生)
Ⅱ：溶解帯・溶解漸移帯(溶解帯で多くの成分溶脱)
Ⅲ：新鮮岩石帯

地下水化学
(数値は懸濁水のpH)

未編集

最大数十m

酸化帯全層厚

20±2m

溶解帯全層厚

12～15m

新鮮岩石帯

風化殻の厚い事例

(三河高原地域のダムサイト)
北陸地方での事例

(魚沼層群灰爪層)

風化分帯 野外での特徴 平均的厚さ

Zone　Ⅶ
土壌

露頭最上部に存在し、草や木の根が密集。 1m以下

Zone　Ⅵ
マサB

全体が一様に風化。長石・黒雲母はかなり粘土化。 2m以下

Zone　Ⅴ
マサA

全体が一様に風化し、砂状。粘土分はマサBに比べて少
ない。風化花崗岩Bとの境界ははっきりしている。

10～20m
時に40～50m

Zone　Ⅳ
風化花崗岩B

長石は指頭で粉砕できるほど風化しているが一様な風
化ではなく節理面は残。風化花崗岩Aとは漸移

5～10m

Zone　Ⅲ
風化花崗岩A

長石は白濁するが岩石組織は残。節理面もはっきりして
いる。風化花崗岩Bとは漸移

20～30m

Zone　Ⅱ
花崗岩B

ハンマーで軽打した位では割れない。花崗岩Aとは漸移
する

20～40m

Zone　Ⅰ
花崗岩A

新鮮なもの風化作用の影響を全く、または殆ど受けてい
ない。

ZoneⅦ～Ⅵ

ZoneⅤ

ZoneⅣ～Ⅲ

表層酸化帯

溶解帯

新鮮岩石帯

溶解漸移帯

5.6

6.4±1.8

4.0±0.9

7.7±0.3

酸化帯 6.9±0.2

火山直撃

Valentine et al.(1993)

マグマによる火道周辺の岩の取り込みメカニズム

超長期の評価では，マグマによる処分場直撃シナリオも除外とはならない可能性がある。

⇒ マグマによる廃棄体取り込みと噴出物による希釈
に関する科学的情報に基づく検討を試行

⇒ マグマへの廃棄体混合概念モデルの構築へ
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① 火道周囲の岩石の取り込みメカニズムの理解
② 火道の大きさ噴出量に関する情報の整理

① 火道周囲の岩石の取り込みメカニズムの理解

引用文献) G.A. Valentine et al., "Effects of Magmatic Activity on the Potential Yucca Mountain Repository: Field and Computational Studies“
LA-UR-93-3299, Los Alamos National Laboratory (1993)
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② 火道の大きさ噴出量に関する情報の整理

噴出量 噴出期間 火道の形状

1983年
三宅島

6.21×106m3

1.26×107t
1983年
10月3日
～4日

（15時間）

A～K火口は滑らかな
曲線で結ばれ，長さは
約3.1km。
地表に現れたピットク
レーターの直径から，
地下深部における幅
は10m以下と推定さ
れる。

1990年
雲仙岳

2.1×108m3 1990年
7月
～

1995年
2月

新旧の溶岩岩脈が密集する
「火道域」を形成
（火道掘削より）

フラックス比を計算する際に用いるパラメータ（火道形状や大きさ，噴出量）は
火山観測により得られている情報を利用する。

事例の調査・整理の継続
概念モデルの構築
パラメータ値の設定

厚さ5～40m
の岩脈

3.1km

山頂

10m以下

500m

500m

火山直撃

● 隆起・侵食：酸化帯の取り扱いについて調査・整理に基づく概念モデル
の検討中

● 火山直撃：マグマへの廃棄体取り込みに関する概念モデルの検討中

現象理解に基づく概念モデルの構築：現状

現状

課題
● 概念モデルに取り込めるものと，パラメータ化して感度解析的に取り

扱わざるを得ないものとの区別

● 地域性などを考慮した分類，区分の可能性

● 何を評価指標とするか？

線量：生物圏の設定の考え方は？
時間変化について，何をどこまで考慮すべきか？

天然放射能（ナチュラルフラックス）との比較
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時間段階の考え方

「余裕深度処分の管理期間終了以降における安全評価に関する考え方」の記述

時間段階に応じた状態設定の考え方

余裕深度処分 地層処分(ＨＬＷ)

埋設深度（仮定） 50m 500ｍ
基本地下水シナリオ・レファレンス
ケースの線量ピーク

約１万年 約80万年

地表到達時期
（隆起・侵食速度0.3mm/y） 17万年 177万年
（隆起・侵食速度0.1mm/y） 50万年 500万年

埋設施設が地表付近に近接することが想定される
時間が余裕深度処分と地層処分では大きく異なる
ことに留意が必要
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シナリオの区分について

「余裕深度処分の管理期間終了以降における安全評価に関する考え方」の記述
（抜粋）

● 基本シナリオ：発生の可能性が高く、通常考えられるシナリオであり、過去及び

現在の状況から、処分システム及び被ばく経路の特性並びにそれらにおいて

将来起こることが確からしいと予見される一連の変化を考慮したもの

● 長期変動現象の状態設定（基本設定）：長期変動事象に関する過去の変動

傾向とその要因を踏まえ、できるだけ確からしいものとする。

具体的には、プレート運動や気候変動は、それらの過去の変動傾向とその要

因が今後も継続すると見なし、それらを外挿して設定することを基本とする。

⇒ 地層処分において埋設施設が地表付近に近接することが想定される
数十万年オーダの時間スケールに対して，高々数万年程度の過去の
変動傾向を外挿して設定することが“確からしい”と言えるか？
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 天然現象を考慮した，地層処分システムに対する超長期の性能
評価については，感度解析的アプローチとともに，現象理解を取
り込んだ，評価の為の概念モデルの構築を実施中

 課題：評価指標として何を選択するのが適切か？

 課題：余裕深度処分と地層処分の評価時間の違いを，安全評価
の考え方でどのように取り扱うべきか？

まとめ
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